



小 西 徳 磨☆
多様な自然災害
「地震、カ ミナ リ、火事、「オヤジ。」言 うまでもなく、昔から日本人が怖いと恐れるものを順に並べた
ものである。今 日も一般的に使われるためそれほどの切迫感は無いものの、われわれがなんとなく怖 さ
を認識 したり共有した りできる表現である。 というのも、日本は地震が多い国である、カミナ リが鳴る
ことは雨、さらには集中豪雨や洪水を連想 させ る、木造住宅は火事に弱いことなどを経験的に理解 して
いるからでもある。だが現代における使われ方を見ると、「『地震、カミナ リ、火事、オヤジ』とい うよ
うに、うちのオヤジはね … 」などと 「親父」を一番怖いもの と捉えているかのような使い方がされ




台風のことを指 している。瀬戸内地方では山から吹く突風を 「山風(ヤ マジ)」、それの大型なもの、つ
まり台風を.「大山風(オ オヤマジ)」 と呼び、このオオヤマジがオヤジとなったとされている。 したがっ
て冒頭の表現は、「地震、カ ミナ リ、火事、台風」と言い換えることができるわけである。
このように次元がまったく異なる 「親父」ではな く台風を恐れてきたとい うことは、間違いなく、人
びとが自然災害全般を恐れてきたことを示すことになる。そ うした事実を踏まえて再度 「地震、カ ミナ
リ、火事、オヤジ」の表現を見直 してみると、これまで対処可能だととらえられていた 自然災害があら
たな脅威 として再浮上してくるように思われる。事実、今 日の現状に眼を向けると、自然災害は対処方




には40名 以上が死亡し、一時的にせ よ、地震から3日 目には10万 人以上が避難生活を強いられた。ま
た少 しさかめぼれば、1995年1月17日 に発生した阪神淡路大震災における被害はとくに甚大なもので






ったハ リケーン 「カ トリーナ」はルイジアナ州ニューオー リンズ市のおよそ8割 を冠水させたのをはじ















具体的な例を挙げてみると、2005年4月25日 にJR西 日本福知山線で発生した死者107名 におよぶ犠





おこなわれた運転保安装置(ATS)の 設置だけでは事故防止策 としては不十分 と言わねばならない。(1)
すべてのJR西 日本社員の安全意識 を酒養する、(2)教 育方法 ・再教育方法の改善を含め、運転士をはじ
めとする全社員の技能を向上させる、(3)過密ダイヤの改正などの取 り組みなどもあわせてなされないか
ぎ り、か りにスピー ドオーバーを原因とする事故はなすことができても、他の事故発生の可能性 を減少
させ ることにはならないからである。
本書はこ うした多様で学際的なアプローチが必要とされる危機管理を対象に、政治学や行政学、法律









機は予期 しないときにおこる。その上、予期 したとお りにはお こらないのも危機である。」また、公共部
門に関わる 「クライシス ・マネジメン ト」も、これとは質的に異なる民間セクターの 「リスク ・マネジ













第3章 は1963年 に策定 され、今 日まで6回 にわたって修正されてきた地域防災計画が抱える問題点
を、計画に目的がない、実質的な市民参加がない、防災訓練が形骸化 していると3点 にわたり指摘 して




生したJOCの 臨界事故、1997年1月 のナホ トカ号石油流出事故の人災事故を詳細に分析することで問題
点とその所在を明確にし、さらに情報の適時な提供の必要性を論 じている。








第6章 は、2001年9月11日 にアメ リカで発生した同時多発テロをきっかけに、テロに立ち向か うこ
とを最大の目的として2002年 に作 られた国土安全保障省(DHS)を 手がか りに、危機管理のための組織
があるべき姿を論 じたものである。既存 ・新設の22機 関を統合 して作 られた機関だけに、組織を運営す
・るにあたって、各部局の調整協力型がいいのか、DHSの ように式命令系統を統一 した型がいいのかに焦














州の非常事態宣言を出した。 フロリダ州が被害を受けていたからである。28日 にはハ リケーンセンター
は、カ トリーナが風速58.6メ ー トルに達 したことを踏まえて 「カテゴリー4」 に指定 し、この後さらに
風速がおよそ70メ ー トルを超えるハ リケーンが指定される最高ランクの 「カテゴリー5」に位置づけた。
この間にニューオー リンズ市は市民に対して強制避難命令を出している。そして、やや勢力を落して 「カ




列挙 し、簡単に補足やコメン トしてお く。① 日本では阪神淡路大震災の時にその存在が広く知られるよ
うになり、その後も災害時に華々しい活動を続けてきた連邦緊急事態管理庁(FEMA)が 、今回はまった
くといっていいほど機能 しなかった。FEMAが テロ対策を主な目的とするDHSの 一部門として吸収され
たためであるといわれている。ジョージ ・ブッシュ政権の下でイラク攻撃に至るほどまでに国を挙げて
の 「テロ対策」に向けた巨大組織を作 ってきた米国内では、ハ リケーンなどの 自然災害に十分に対応で





弱いニューオーリンズ市では 「カテゴリー3」 のハ リケーンが襲えば堤防から水があふれると予測 してい
たのである(DHS長 官は浸水の発生は予想 したが、堤防か らの溢水は予想外とカ トリーナによる被害発
生後に反論 した)。また陸軍工兵部隊が市内にある湖に面した堤防の強化資金を申請 していたが、わずか











興に全力を挙げるなどのコメン トを出 した りしているが支持率の回復にはいたっていない。④ブラウン




指摘に対 して型通 りのコメン トをするか、答えに窮するしかない状況であった。ブラウン長官の就任は
ブッシュ大統領の政治任命によるもので、いかに専門家などの適任者を配置することが大切かを示 して
ヤ'る(9月9日 に長官はワシン トンに召還されたが、12日 に辞表を自ら提出して受理 された)。 ⑤州兵の
不在。多くの州兵がイラクに派遣されているため、復旧作業などは大幅に滞ることになった。⑥避難所




アス トロ ドー ムではNPOら によるラジオ放送が行政側からの諸要求を満たしたにもかかわらず認められ
なかった。行政側は 「情報が無い状態が良い」と判断 したといわれているが、今後の事実解明が待たれ
るところである。⑧避難命令の難しさ。 日本では2000年9月 に三宅島の全島民が強制避難 した とい う経
験をもつが、これはほぼ完壁に実施されたものであった。 しかし米国内でも下から2番 目に所得が低い





せるかが重要な問題である。⑨近隣州 ・市町村 との連携の困難さ。ニューオーリンズ市の8割 が冠水 し、
空港 も道路も使えない状況では、救援活動は困難を極めた。ブッシュ大統領の出身州であるテキサス州
のア トランタやその他の都市で被害民を受け入れることができるようになったが、大規模災害のばあい
は大量の人々を移動 させ、受け入れ ることがきわめて困難であることが明 らかになった。地震などのば
あいは被害がより広範囲におよぶ可能性があり、道路の寸断が多発すると考えられる。
ところで、筆者は米国ノースカロライナ州で在外研究を送っていた1996年 夏にハ リケーン 「フラン」
に襲われた経験がある。街中では2抱 えも、3抱 えもある大木があちこちで倒れてお り、筆者のアパー ト
のウッド・デッキは倒れた大きな松の木に撃破 された。停電のため市内の信号は消え、電化が進んでい
るアメリカでは調理器具のほとんどすべてが使えなかったし、電気に頼っていた電話も不通 となった。
井戸水を電気ポンプでくみ上げていた友人の家では トイ レが使えなかった。筆者のアパー トは風呂がガ
ス式ボイラーであったため(友 人の家は電気ボイラー)、連 日、声をかけられる日本人が集まってシャワ
ーを浴びた り、ろうそくの明か りの下、バーベキューによる夕食をとった りした。夏場に冷蔵庫内のも
のが腐 りはじめる前にみんなで食べようとしたのだった。住んでいた地区の電気は5日 ほどで回復 した
が、中には8日 以上 日数を要 した地区もあった。興味深かったのは、いろんなスーパーマーケットが氷
を無料配布 していたことである。信号の次にスーパーマーケットなどの電気が優先的に回復 したようだ
が、スーパーにとって氷は 「売れる」商品だった。食品保存のためにも必要で、確かに一部の氷は販売
に回 されてもいたが、無料配布もされていたのである。決 して ドライではないアメリカを見る思いであ
った。ついでに記 しておくと、地元ラジオではいろんな情報が流 されているが、短期滞在 しか していな
い身にとっては、その場所がどこのことを指すのか全くわか らないということが しば しばだった。外国
人への情報伝達の難 しさを認識させられた。
さて 「カ トリーナ」を通 して見ただけでも、危機管理には多大な課題があることがわかる。これを 「フ
ラン」や他の災害と比較すると、危機は状況に応 じて、現われ方がまったく異なることもよくわかる。
これ らに対処 しようとするとき、組織のあ り方を一つとっても、ピラミッ ド型と調整協力型のどちらの
型がいいのか、また どちらであろうとも、各組織をいかに十全に機能させ るかなどを一般化することは





くり返 しになるが、このように危機管理とは複雑で困難なものである。 日本のばあいは、冒頭に記 し
たさまざまな社会問題が喫緊の課題 として存在するだけでなく、今世紀前半にも発生すると考えられて
いる 「東海 ・東南海 ・南海地震」への対処、地球温暖化にともなう台風の大型化などの自然災害も等閑
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視できない。とくに7世 紀以降の歴史を紐解 くと周期的に発生 している 「東海 ・東南海 ・南海地震」は、
2003年 に国が出 した予想では、阪神淡路大震災の500倍 、2004年 末に発生 したスマ トラ沖地震に匹敵す
るものである。全国にいっせいに大被害を与えることが懸念される。 しかも事前に予測して避難勧告を
出すことはできないことがほぼわかってきている。加えて、阪神淡路大震災以降、日本ではボランティ
ア参加者やNPOが 増加 しはじめている。だがそ うした活動は必ず しも組織だったものではない。である
ならなお さら、あらゆる状況において 「ソフ ト面」で有効に対応することが被害の極小化につながるの
である。 さいわいなことに、明治大学では、本書の執筆メンバーを中心に2003年 度から 「危機管理研究
センター」が設置 され研究が進められている。このセンターでのいっそ う綿密な研究がなされ ることに
より、「危機」の解明、およびより有効な 「危機管理」のあり方が示されることが強く求められている。




本稿執筆後、カテゴリー5に まで一時強大化 したハ リケーン 「リタ」がアメリカ南部を襲い、ニューオー
リンズ市などは再度大被害をこ うむった。にもかかわらず 「カ トリーナ」の時よりも円滑な対処ができ
たようである。対処ノウハ ウがいく分なりとも蓄積されたものと考えられる。また、9月27日 には米国
議会の下院特別委員会でブラウンFEMA前 長官が証言するなど真相解明が始まった。アメリカのマスコ
ミも、当時流されたデマや報道内容の検証を始めた。このような多角的な分析が今後の被害を減少させ
るものと考えられる。
(こにし とくお う)
〔明治大学社会科学研究所叢書〕
中邨章編著 「危機管理と行政」
ぎょうせい、A5版207頁 、2005年
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